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1はじめに
私は1985年から2001年までの間にEU（EC）のアンチダンピング法
の実務家として働き、日本企業約30社の代理人として、EU委員会と対
峙して交渉する経験をした。アンチダンピング法は、GATT（現在では
WTO）が公認する最も強力な通商法の一つで、EU（EC）は、当時それ
を多用して日本からの輸入製品に高率のダンピング防止税を課すことによ
り、多くの日本企業を苦しめていた。このEUのアンチダンピング手続は
行政手続であるので、日本の弁護士もヨーロッパの弁護士と全く同等に、
日本企業及びヨーロッパに存在する日本企業の輸入販売子会社の代理人に
なることが認められており、私は東京に事務所をかまえて、事件に対応す
ることができた。アンチダンピング手続を推進するEU委員会がベルギー
のブリュッセルにその本部があるのに、代理人の弁護士が東京にいては不
便ではないかと思う人もいるかもしれないが、アンチダンピング手続の最
も重要な資料は日本企業の本社にあり、それがすべて日本語で書かれてい
る以上、日本人弁護士が東京を拠点にすることは、企業にとってきわめて
有用だったのである。それにしても、私もヨーロッパにある日本企業の輸
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入販売子会社も代理する以上、ロンドン、パリ、フランクフルト等も何度
もかけ巡り、過酷な日程をこなさなくてはならなかった。しかし、最も過
酷だったのは、肉体的な過重労働ではなく、EU委員会が手続の中で押し
進める職権の濫用とも思われる強引な手法と結果であった。それは後に具
体的に述べることとするが、手続の最後に出るダンピング防止税の数字を
下げるために、代理人としての私は、全力を尽さなければならなかった。
このアンチダンピング手続を担当するEU委員会のケースハンドラー（国
際公務員）は、言わば、検察官と裁判官を兼ねた強力な交渉相手であった。
しかし他方、このアンチダンピング法が自由貿易を守るための必要悪
であり、過重な貿易摩擦（そして究極的には戦争）を回避するための重
要な役割を果しているのも、歴史的事実である。『法の支配』の151号で
谷口安平先生が書かれたように、第二次世界大戦に生まれたGAn’（及び
WTO）の規律は、世界経済の繁栄の原動力であり、実際に日本はこれか
ら最大の利益享受を得ているのである。
2ダンピング問題の歴史
ダンピング問題の歴史は古い。すでに、1776年ころ、アダム・スミス
が今日でいうダンピングに相当する輸出助成金の供与の問題につき、詳し
く論じているようである。さらに、アメリカ独立後の初代財務長官となっ
たアレクサンダー・ハミルトンも、イギリスのメーカーが、若いアメリカ
産業を「抹殺」するために、アメリカ市場でダンピング行為をしていると
の苦情に対して、アメリカのような若い国にとって、外国の輸出助成金は
大きな障害であると宣言した。
実際にダンピングが世界貿易で重大な問題となったのは、19世紀の終
わり頃であった。この頃、高価な設備と装置による大量生産が可能とな
り、メーカーは国内市場で独占的地位を占め、ダンピング問題が表面化す
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るようになった。こうして、二十世紀の初めには、ダンピングヘの対抗策
が立法化された。製品の輸出価格が輸出国の国内価格を下回ったときにダ
ンピング防止税を課すことを初めて立法化したのはカナダの1904年関税
法第19条の規定であった。これに続いて、ニュージーランドが1905年に、
オーストラリアが1906年一1910年に、南アフリカが1914年に、アンチダ
ンピングの立法化を実現した。さらに、アメリカも損害額の3倍の課税と
刑事罰を伴う1916年アンチダンピング法（WTOの紛争解決手続の採択を
経て、2004年12月に廃止された）を制定化した。アメリカは、上記とは
別に、1921年に国内価格より低い輸出価格に対抗するアンチダンピング
法を制定して、行政府がコントロールできる仕組をつくった。これが、後
の1979年通商協定法の立法化にっながった。
一方、1923年には、ジャコブ・ヴァイナーが、今日では古典となった
「国際貿易におけるダンピング問題」の論文の中で、不正な貿易から保護
されるべき必要性を説いた。
1932年に英連邦のオタワ協定が成立した後、日本は各国の保護貿易に
苦しめられた。中でも、カナダでは、関税評価制度が採用され、当時の為
替の交換率が100円につき30ドル前後であった日本円が100円は49ドル以
上と決められた。カナダは、30％の従価税の関税をかける一方、世界の
円為替とカナダが独自に決めた円為替との差額を為替ダンピング税として
課し、この過重な複合関税に日本製品は直面した。
第二次世界大戦後、1947年にGATrが成立し、その第6条でダンピン
グの定義がなされて、その後、1962－67年のケネディ・ラウンド、1973
－79年の東京ラウンドにおいて、ダンピングのルールが整備された。そ
して、1995年にWTOの成立時に新しいダンピング協定が発効して、今日
に至っている。
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3EU（EC）のアンチダンピング法
1実体法として
EU（EC）のアンチダンピング法は、当然、GATr（WTO）のアンチダ
ンピング協定に基づいている。実際には、理事会規則No．384／96がすべ
てを規定しており、わずか24条から成る。今日のダンピングの国際ルー
ルでは、ダンピング輸出それ自体を規制しているのではなく（安い輸入品
が販売されることは、消費者にとっては歓迎すべきことである）、そうし
た低価格の輸入販売により、輸入国の国内メーカーが競争に敗れてシェア
を失い、赤字経営に陥るなどの損害が現実に発生しているときに、規制さ
れる。
どういう場合に、ダンピングが認定されるかというと、同一モデルで比
較した場合に、輸出価格が国内価格より低いときである。国内に、同一モ
デルもなく、類似モデルもないときがあるが、その場合は、第三国への販
売価格又は構成価格（輸出モデルの製造コストに国内販売に相当する販売
一般管理費と利益を加算したもの）との比較になる。EUでは、このとき、
構成価格を採用しているが、その計算が大変な作業になる。
次に、輸出価格と国内価格（構成価格）を比較するときに、それぞれの
価格を実際の小売り価格から出発して、工場を出てから販売されるまでに
要した販売直接経費を控除して、工場渡し時の価格（工場渡し価格、ex－
factory）を算出することになる。これまた、大変な計算の作業になる。
これに対して、EU内の企業の損害の程度はEU委員会が独自に調査す
る。ただし、最終段階で、ダンピング課税はEU企業の損害を除去するに
足りる課税となる（アメリカの手続では、ダンピング率二課税率となる
が、EUではダンピング率≧課税率となる）。
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2手続法として
EUのアンチダンピング手続は、損害を受けた企業の提訴から始まる。
提訴のためには、EC産業を代表することが求められ、提訴に賛成または
反対しているECメーカーの総生産量の50％以上の支持があり、かっ、
ECメーカーがEC産業全体の類似品の生産量の25％以上を保有するとき
にEC産業を代表することになる。
問題は、EU委員会がEC企業の提訴のために何回も助言することにあ
り、これにより提訴は容易となる（アメリカでは提訴専門の弁護士が提訴
の受理を目指して一回の勝負に出る）。EUは、加盟国からの要請に弱く
（EUの予算は加盟国が負担しているから）、したがって、加盟国経由で
EC企業の相談を受けることが多いのが実状であろう。
提訴は、加盟国の委員から成る諮問委員会の協議を経て受理され、EC
官報の公告と同時に、輸出企業及びそのEUの販売子会社等に質問状が送
られる。約50日の期限が設定され、各企業は質問状に回答する。もし、
これに回答しないときは、最高率のダンピング防止税が課せられので、通
常、各企業は回答する。
質問状への回答の後、3－4ヶ月して、EU委員会のケースハンドラー
は、輸出企業の本社、EUの輸出企業、EUの独立の輸入業者等での立会
調査を行い、質問状の内容がデータと合致するかどうかを検証する。日本
での日程は2日、EUでは1日と極めて短かい。
その後、数ヶ月して暫定的な結果がEC官報で発表されて、ケースハン
ドラーとのヒアリングにより交渉に入る。以前は、暫定結果をまず内示し
てから、EC官報で公表された。その結果、原則的には、暫定的に課税さ
れ、例外的には、EU委員会との間で和解（価格の値上げや販売数量の約
東、アンダーティキングという）して終結する（近年は、アンダーティキ
ングは余り活用されない）。
暫定課税の期間は6－9ヶ月間で、その間にケースハンドラーと交渉し
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て、最終結論に至る。最終結論は通常、5年間の確定課税であり、これに
対して、輸出企業はルクセンブルクにあるEC第一審裁判所に取消訴訟を
提起できる。さらに、EC裁判所に上訴することもできる。
確定課税は通常、数％から40％くらいの範囲になる。ただし、2％未
満のダンピング率は、課税されないことになる。
4EU（EC）アンチダンピング法の特色
EUのアンチダンピング法の実務上の特色をあげると次の三点になる。
①まず、第一の特色は、ケースハンドラー（調査官）の裁量権が大きい
ことである。すでにEUのケースハンドラーは検察官兼裁判官であるこ
とは述べたが、これはアンチダンピング規則が24条しかなく、不明確
であることによって増幅される。要するに、規則では判定できないこと
が実務上多々現出するが、その場合、ケースハンドラーが都合よく対応
するルールを定めて、処理することになる。これに対して、企業側はほ
とんど抵抗できない。ここに、検察官兼裁判官のケースハンドラーの強
みがある。しかも、ヨーロッパの官僚システムは個人主義が徹底してい
て、上司と言えども個々のケースハンドラーの仕事に介入することもな
いo
また、アンチダンピング規則には、入手可能な事実の原則（thefacts
available）が定められており、輸出企業側が情報を提供しなかったとし
て、手元の資料で自由にケースハンドラーが結論を出すことができ、
ケースハンドラーの裁量権はさらに高まることになる。言わば、一種の
自由心証主義である（ケースハンドラーは裁判官でもあるので、当然の
ことである）。
さらに言えば、EU委員会としては、ダンピング率（ダンピング・マー
ジン）を高くする算定方式を選択する傾向にあるので、輸出企業側の
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データが複雑になればなるほど、ケースハンドラーが裁量権を行使する
回数が増えて、輸出企業側が不利になる仕組となっている。
②第二の特色は、そのモデルにつき国内販売価格がないときに、アメリ
カでは第三国への輸出価格が採用されるのに対して、EU（EC）では、
輸出モデルの製造コストに国内の販売一・般管理費・利益を付加して算定
する構成価格を採用していることである。この場合、複雑な算式を何回
も何回も用いて、構成価格に至るわけであるから、その過程で何度も
ケースハンドラーの裁量権による不利なチェックに出会うこと1こなる。
しかも、構成価格に用いる国内販売一般管理費・利益を算定するに
も、国内販売がなく算定ができないときには、WTOダンピング協定が
定める輸出企業の同一の一般的な部類に属する製品の国内販売での費
用・利益を第1順位の選択とせず、他の輸出企業の類似製品の国内販売
の費用・利益を第1の選択とするのがEUのアンチダンピング規則であ
るから、輸出企業は一段と不利になるのである。
③第三の特色は、EUの秘密主義である。
EUアンチダンピング手続においては、秘密主義が徹底している。質
問状に対して回答した輸出企業の秘密データは、他の輸出企業や提訴者
側にもれ伝わることはない。関係企業が閲覧できるのは、質問状に回答
した各企業の非秘密情報のみで、このデータは実務上、全く意味をなさ
ない。アメリカのアンチダンピング手続における行政保全命令（APO、
AdministrativeProtectiveOrder）の拘束のもとに各企業の弁護士が秘密
データを閲覧する制度は、EUには存在しない。
したがってEUアンチダンピング手続は、最初から最後まで、被提訴
企業は全く他社のことが分からず、孤立した状態におかれる。手続のす
べては、ケースハンドラーの個室で秘密の内に処理され、EC官報でも
公開されることもない。しかし、このことは常に輸出企業に不利という
ことではなく、ケースハンドラーと口頭で交した約束は、必らず、実行
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されるのも事実である。
5EUアンチダンピング法の実務対応
以上のとおりここまで、体験談を語る前提となる、EUアンチダンピン
グ法の基本的事項にっいて述べたので、これから体験談を語ることとす
る。
1総論
EUアンチダンピング手続においては、まず基本的方針として、「対決」
するのではなく「対応」すると考えなくてはならない。ケースハンドラー
は検察官兼裁判官であるから、対決してはとうてい勝ち目はない。弁護士
の中には、対決方針をとる人もいるが、顧客を前にしてケースハンドラー
と激しい議論をしても、その場では顧客は納得するかもしれないが、良い
結果を期待することはできないだろう。
次に、EU委員会のようなヨーロッパ的官僚機構では、ケースハンドラー
を差しおいて、上司に訴えるという方法は通用しないと知るべきである。
私は一度、ある案件でケースハンドラーとの交渉が行き詰まり、その上司
と直に話し合うためにブリュッセルまで直行したことがあったが、上司は
ケースハンドラーと話し合うように回答するだけであった。したがって、
輸出企業は、どんなに厳しいケースハンドラーであっても、その男（女）
を何としても説得する方法を見つけなくてはならない。
では、ケースハンドラーとどのように接触するべきなのであろうか。
ケースバイケースであるが、「ヨーロッパ的ユーモア」をもって人間とし
て接するのが肝要である。ケースハンドラーと言っても行政官であり、そ
の行動様式は、弾力的なものであり、要は職務としてケースを担当してい
るにすぎない。そして、ケースハンドラーの国籍・人間性に合わせなが
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ら、調査に協力する「姿勢」を示すことが重要なのである。ここにおいて
調査に協力する姿勢を示すというのは、完全に調査に協力してあらゆる不
利なデータを出すということ（そうすれば、弁護士として失格である）で
はない。にっこりと笑い。ユーモアを交じえてケースハンドラーと対話し
て、輸出企業の利益を守るのが弁護士の仕事なのである。
2質問状への回答
質問状への回答は、時間不足の中で行う重要な仕事である。弁護士とし
て大事なのは、不利なデータをすべて知ることである。企業の中には、不
利なデータは弁護士に開示せず、後の立会調査でケースハンドラーに発覚
されることがあるが、これが一番まずい。不利なデータを回答に入れるか
入れないか、また回答するとしてどの程度開示するかは、大切な判断であ
る。
回答の中で重要なのは、輸出モデルと類似するモデルの選択である（電
器製品や機械は輸出モデルと完全に同一のモデルは、国内市場に存在しな
い）。悩ましいのは、類似モデルの数が多いときである。どのモデルが類
似モデルとして妥当かという観点と、どのモデルを類似モデルとするとダ
ンピング率（ダンピング・マージン）が最少になるかという観点から、何
度もシュミレーションの計算をやり直すことになる。
EU（EC）のアンチダンピング手続は、7月の下旬のバカンスの直前に
開始されることが多かった。このとき、困るのはEUの販売子会社のス
タッフの処理である。ケースハンドラーは、質問状を各企業に送りつけ
て、自分達はバカンスに出かけてしまう。しかし、企業の関係者はバカン
ス期問中に質問状への回答に追われる。日本人gスタッフは、本社からの
一声でバカンスを中止して仕事することになるが、例えば、ドイツの販売
子会社のドイツ人の経理部長は、「バカンスを中止すると離婚になる」と
訴えてくる。したがって、一応、ドイツ人はバカンスに出かけて、時々、
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バカンス先から会社に電話してくることになる。これでは、良い仕事がで
きないし、バカンスも余り楽しくないだろう。
7月下旬に手続が開始されると、質間状の回答期限は9月上旬となる。
東京の本社では、スタッフの何人かは会社近くのホテル泊りこんで、死に
ものぐるいで回答を作成する。それでも、時間が足りないことが多い。
最後の手段として、回答期限の前日に回答を抱きかかえて、成田からブ
リュッセルまで飛行機に乗ることになる。私も一度、会社の担当課長と一
緒にブリュッセルまで飛んだことがある。そして、回答日の朝9時30分
に、EU委員会の担当者の所まで車でかけつけると、何とケースハンドラー
はまだバカンスから帰っておらず、受付に若い女子事務員が一人で座って
いるだけだった。全く、泣きたくなるような体験だった。
3立会調査
EUのあるケースハンドラーの言葉によれば、アンチダンピング手続は
汚い数字の山の世界である。質問状への部厚い回答は、ほとんど数字と算
式が並んでいるだけである。それらを一つ一つ検証することは不可能で
ある。日本の本社での立会調査の日程は、わずか2日である。したがっ
て、ケースハンドラーの立会調査は、言わば抜きとり検査となる。一っの
チェック事項につき、5－6個の数字を検証するにとどまる。その5－6
個の数字が会社の元データと合致するかどうかが問題となる。
立会調査に備えて、何度も、シュミレーションをするが、困るのは、回
答書に数字を記した会社スタッフがどうしてその数字を算出したか再現で
きないことがあることである。数字には記憶が残らないから、こうしたこ
とが起きる。しかし、立会時に、ケースハンドラーに対して、数字の算出
根拠を示せないときは、入手可能な事実の原則にしたがって、ケースハン
ドラーに勝手に決められてしまう。このため、私は、常々算出した算式を
手元に残すように会社スタッフに指導してきた。
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立会調査の当日は、いっも緊張する。どこの企業にも、不利なデータを
隠していることがある。企業のスタッフは正直者が多いので、不利なデー
タの検証をケースハンドラーが開始すると、首や姿勢が傾いたりして不自
然になる。しかし、こうしたときは、弁護士は毅然として動いてはならな
い。私は、どうでもいいような局面では心配そうにデータをのぞき込んだ
りするが、危ない局面では何もしないで平然としていることにしていた。
ある企業で次のようなケースがあった。質問状の回答では、各製品のモ
デル別の製造コストを提出することが必要となるが、モデル別に製造コス
トを作成していなかった。そこで、生産工場の会計課長が調査期間（12ヶ
月）の真中の時点でのモデル別の製造コストを作成した。コンピューター
を用いた詳細なもので良くできていた。しかし、アンチダンピング法の規
定は、元々存在していたデータや元帳を信頼し、調査開始後に作成した
データは信頼しないことになっている。したがって、会計課長の作成した
モデル別の製造コストは、そもそも信用されない。そこで、それが元々存
在していたと抗弁することになるが、事は容易ではない。それは、会計継
続の原則から言って、同じような資料が数年間存在しなくてはならないか
らである。プロとして私は会計課長にその説明をして、資料をつくるなら
ば、同一の形式で数年分つくるように指示した。これに対し、会計課長は
それは面倒な大作業になるからと言って拒んだ。しかし、私は立会調査で
はそれば通用しないから、立会時にケースハンドラーにその点を詰問され
たときは、資料を捜しに行くと言って消えるよう指示した。
立会の当日、ケースハンドラーはモデル別製造コストを過去3年分提出
することを要求し、会計課長は捜しに行くと言って部屋を出て行った。そ
して、30分後、私が立会調査の部屋の隣りの部屋に呼ばれると、会計課長
が青い顔をして「やはり、3年分求められましたね」と言う。私は、予定
どおり、彼に消えるように言って部屋に戻ると、事情をほぼ理解したケー
スハンドラーがニヤニヤしながら、「ミスターイケダ。資料は見つかり
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ましたか」と言う。EUの調査は紳士的であるから、これ以上相手を徹底
的にやりこめることはしない。結局、「入手可能な事実の原則」により、
総製造コストを基に、高いダンピング率が算定された。
次のケースは、もっと悲惨である。日本でのあるケースの立会調査で、
主任を勤めるベルギー人のケースハンドラーは、調査開始後、勢い込ん
で、調査期間の毎月の国内販売の詳細なコンピューター・データの提出を
求めた。当然、その求めに応じたが、20分ほどそのデータを見つめてい
たケースハンドラーが奇妙なことを言い出した。このケースでは、国内販
売が極端に少なく（消費者の好みのせいで国内ではほとんど販売されず、
販売されてもサンプル販売で非常に高額になっていた）、やむなく、全輸
出モデルが構成価格によって比較されると考えていた（この方が有利だっ
た）。ケースハンドラーは、ある月の二つの国内モデルの販売データの内、
一度、仮発注されて、その月末に取り消されたものが国内販売に該当する
と言い出したのである。その結果、二つの輸出モデルは、輸出数量の5％
を越えて、国内価格と比較できると言い出した（なお、当時の慣行で、輸
出数量の5％以上国内販売がないときは国内販売として比較されなかった
一現在ではこれはWTOのルールとなっている）。このため、この二つの
国内モデルの費用・利益を用いて、他の輸出モデルの構成価格をつくると
ケースハンドラーは結論した。この国内販売はサンプル販売で高値であっ
たため、算出する構成価格も高額になった。
立会調査の現場から国内営業部に電話をかけて、私達は、事の真相を確
認したら、会社では在庫は不足しがちのために、営業マンは、顧客が買う
気配を示すと、先手を打って商品を確保する目的で仮発注をし、月末に取
引が正式に成立すると仮発注を本発注にして販売し、取引が成立しないと
きは、仮発注を取り消していたのである。複雑な仕組みであるが、良く聞
けば一応の合理性がある。
この仮発注にっいては、アンチダンピング手続の規則でも何の規定もな
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い。合理的に考えれば、どうであろうか。しかし、ケースハンドラーは検
察官兼裁判官であるから、これも本発注と同じとみなして、暫定課税70％
を課した（確定課税でも40％）。
4ヒアリング
暫定課税の内示があった後に、ケースハンドラーとの交渉が最後の正念
場である。この時点までに、立会調査も含めて何度かケースハンドラーと
接して、一種の信頼関係をケースハンドラーと築いておかなくてはならな
い。ケースハンドラーは各自、個室に入っているので、個室で一対一で交
渉することが望ましい。これも、EUの一種の秘密主義である。その密室
の中で、ケースハンドラーを説得することになる。
あるケースで、暫定課税段階で45％のダンピング率の内示を受けて驚
いた。こちらの試算では、10％くらいになると計算していたからである。
ケースハンドラーの言い分を聞くために、企業のスタッフと共にブリュッ
セルに駆け付けると、類似品の国内モデルの販売数量が輸出数量全体の
4．99％しかなく、その国内モデルの数量では、国内モデルのない他の輸出
モデルと比較するための販売一般管理費・利益の構成価格の係数として用
いることができず、他の輸出企業の国内販売の費用・利益を構成価格の係
数として採用したというのがケースハンドラーの考えだった。彼の考えで
は、5％以上あるべきだと言うのであるが、そのような規定は、ECの規
則にもGATTにもなく、彼のつくった「立法」であった。他社の費用・
利益の係数を用いて構成価格を計算するECの方法は、こうして過酷な結
果を出すことになる。
しかし、私達はこの状況の中で適切に対応した。三日三晩、ロンドンの
販売子会社の事務所で三人の会社スタッフと共に、再計算をして、ケース
ハンドラーに提出した。その内容は、質問状への回答時に、輸出モデルと
比較できないとした二つの国内モデルを比較可能として訂正し、その上
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で、輸出モデルと比較された国内モデルの総数量が輸出数量の5．1％とな
り、ケースハンドラーの言う5％を越えたので、その国内販売データを構
成価格の係数として用いて計算したダンピング率が10％強になるという
ものであった。，これは、会社はモデルの当初の比較から変更するものであ
り、虫のいい言い分のはずだが、ケースハンドラーは了承した。会社に対
して、好意を持っていたからである。
5迂回防止課税（部品課税）のケース
ECからダンピング防止税を課せられた日本企業は、一斉にEC（とく
に、ウェールズ）に組立工場をつくり、日本から全部品を現地に輸出して
製品を組立てて、EC内の市場に出した。ECの原産地証明はとれなくて
も、これでシェアを継続して販売を維持したが、このドライバーで組立て
る生産方式を、ECはスクリュー・ドライバー方式と呼び、悪名高い部品
課税規則を導入して、これらの部品につき日本製が60％を越える場合、
ダンピング防止税を課す策に出た。
この部品課税のケースで私が担当した企業は最悪だった。部品課税のア
ンチダンピング調査が開始されたときも、その3ヶ月後に二人のケースハ
ンドラーがウェールズの工場に立会調査に来たときも、日本製部品の占め
る割合は98％だったからである。立会調査の当日、私はケースハンドラー
に対して、あと3ヶ月したら日本製部品の割合が60％を切るから、もう
一度ウェールズに来てもらえないかと要請した。しかし、主任のイタリア
人ケースハンドラーは、絶対ダメだと言った。これに対し、ウェールズに
企業を誘致した企業を保護すべき立場にある英国のDTI（貿易産業省）の
若い女性の事務官が怒り出し、イタリア人ケースハンドラーと激しい口論
になり、収拾がっかなかった。
それから3ヶ月後、東京にいた私の事務所にウェールズの会社から、日
本製の部品の割合が半月分であるが60％を切ったとの連絡が入った。私
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は早速、ブリュッセルのイタリア人ケースハンドラーに電話したところ、
意外な返事が返ってきた。それは、来週ウェールズで再度の立会調査を行
うというものだった。急いで飛行機を予約して、ウェールズに行き無事調
査を終えた。その後、2ヵ月後に発表されたEC官報の内容が振るってい
る。何と、私の担当した企業にのみ部品課税を課し、他社は課税を免れる
となっている。日本の新聞社で同じ結果が発表されると、株主からの電話
が殺到した。しかし、事は大丈夫だった。実は、EU委員会とアンダーティ
キング（約束）をしており、EC官報発表の10日後に発効し、以後約束を
守れば課税されないことになっていたのである。10日聞の出荷をひかえ
るだけのことで、実際には本来数億円となる課税を免れた。このように、
EC官報では、大事なことは発表されない。これもEUの秘密主義の一つ
である。
それにしても、イタリア人ケースハンドラーは、何故考えを変えて、再
度、ウェールズヘ来たのであろうか。思いあたることがひとつある。それ
は、最初の現地調査が終了した夜、ウェールズに一っしかないイタリア・
レストランに彼を招待して、「ここはウェールズで最高のイタリア・レス
トランです」と冗談に言ったことである。ウェールズに一つしかないイタ
リア・レストランなのであるから、最高のレストランと言っても間違いな
いのであるが、こうしたユーモアを彼が理解してくれたものだと思ってい
る。
6EC第一審裁判所での裁判
EUのアンチダンピング課税に対して、ルクセンブルクのEC第一審裁
判所に提訴することになった。訴訟手続は、訴状提出（Applic甜on）、答
弁（Defence）、反論（Reply）、再答弁（Reloinder）、の4段階から成り、
原告と被告の間に主張が2往復するだけの簡明なものである。この後に口
頭弁論（Oralprocedure）があり、終結する。司法手続であり、日本人弁
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護士は代理人になることはできないので、ベルギー人の弁護士を正式の代
理人を委任して、手続を進めた。主張の機会は2回しかないので、訴状で
は本文・資料合わせて400ぺ一ジ以上となった。問題は、意外なところに
発生した。4回の準備書面の交換は1年くらいで終了したが、訴訟の最終
手続となる口頭弁論がなかなか始まらないのである。聞くところによれ
ば、その頃、EU官僚（2万人くらいいる）の昇進をめぐる小さな労働事
件が裁判所に数多く持ち込まれ、その処理に時間がかかったという。裁判
所は、案件を順々に一件ずつ処理するので、一企業の存亡にかかわるアン
チダンピングのケースと言えども、順番を待たねばならなかった。しか
し、依頼企業には、そのような弁解は通用しない。企業から見れば、高額
の報酬を受けとりながら、私とベルギー人弁護士が何もしていないとしか
思えない。さすがに、私も、訴訟の勝敗よりも、一一日も早く訴訟が終結す
ることを願った。そして、提訴から3年後に口頭弁論が行われ、その半年
後に敗訴判決が言いわたされた。ダンピング課税の期間は5年間であるか
ら、裁判に3年半もかかっては、意味をなさない。
しかも、裁判所の結論は、アンチダンピング手続のような複雑で難解な
手続は、一見してケースハンドラーの間違い（mistake）がない限り、裁
判所は追認するというものだった。
6おわりに
私は、EUアンチダンピング手続において、日本の本社、EUの販売子
会社を代理して、質問状への回答、立会調査、ケースハンドラーとのヒア
リングについて、ヨーロッパの弁護士を介さず直接担当し、部品課税、追
加課税（確定課税後に追加的に課税する手続）に対応し、EC第一審裁判
所での訴訟にも参加した。その意味で、アンチダンピング手続の全部を経
験したことになる。また、依頼した企業も超大手の上場企業から、非上場
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の企業に至るまで多岐にわたり、多くを学ぶことができた。そして、現
在、ダンピング問題とは、一体、何だったのだろうかと考える。
私の考えるところでは、ダンピング問題とは生産拠点を域内で守ろうと
する国家間の争いである。一国の中で国内市場をはるかに越える数量を生
産することにより、生産コストを下げて、国内消費量を越える余剰数量を
低価格で輸出して、企業は存続しようとするが、その生産・販売活動を国
家が支持するのは、経済発展を伴う以上、当然のことである。企業の中に
は、輸出のみを行う企業もあるが、アンチダンピング法から言えば、むし
ろ、このような企業は他国の市場でめ販売のみを利用するのであるから、
最も規制すべき対象なのかもしれない。他方、国際貿易が世界の経済規模
を大きくするのであるから、過度の規制はマイナス要素となる。こうし
て、輸入国の企業に実質的な（material）損害が発生したときに、ダンピ
ング輸出を規制することに合意して、国家聞の利害を調節しているのであ
る。
また、通商法にいうダンピング問題は、独占禁止法にいうような略奪的
ダンピングとは異なり、輸出販売をまじめに続けている内に結果として問
題が発生しており、言わば、故意犯ではなく過失犯である。このため、依
頼企業に招かれて訪れても、販売をやり過ぎたに過ぎないとの社内で認識
しており、その意味では、輸出企業側は、経営者から会社スタッフに至る
まで、暗い陰が全くない。また、おおむね、輸出が伸びており、企業利益
も一応出ているので、社内の雰囲気は明るい（想像するに、これに対し
て、提訴者側の企業の雰囲気は、業績が悪く、暗い雰囲気であろう）。
ダンピング問題は、究極的には、生産拠点の問題であるから、企業経営
者の中には、EUアンチダンピング手続開始後、直ちに、EU域内の工場
立地を捜す人もいる（もっとも、日本国内は雇用間題が発生するであろ
う）。
EU側も、アンチダンピング手続開始により、日本企業がEU内に工場
238白鴎大学法科大学院紀要第3号（2009年11月）
を移転することは待ち望むところである。その意味で、前述した部品課税
のケースでのEU側の甘い姿勢は、問題の本質部分を語っている。
他方、企業側からすれば、EUで販売する全モデルをEU内で製造する
わけにもいかないことがある（生産効率などの理由で、日本で全部生産し
た方が良い大型モデルがある）。
1972年の修酸のケースを皮切りに、1980年代、1990年代は、EU（EC）
のアンチダンピング法は、輸出する日本企業にとって大きな脅威であっ
た。しかし、2001年以降、EUのアンチダンピングのケースは、余り発生
していない。この静けさは何なのであろうか。EU経済が強力となり、日
本企業の輸出販売の勢いが弱まったからなのであろう。
他方、EU委員会の高官からもれ伝え聞くところによれば、EU側とし
ては、1995年のWTO発足後、いわゆるネガティブ・コンセンサスの導入
により、WTOでの紛争が提訴国一国の賛成によって、パネル報告・上級
委員会報告が採択されることになったことに配慮しているとのことであ
る。つまり、EUアンチダンピング手続が全盛の頃の、濫用に近い運用は
最早できないとEUは考えているのであろう。
しかしながら、WTOのダンピング防止協定17条6項は、この協定に二
通りの解釈の余地があり国内機関がその一つに依拠して判定をした場合に
は、国内機関の結論を尊重しなければならないと定めており、この点に理
論的に困難な問題が生じることがあると、『法の支配』の151号で谷口安
平先生も述べられておられる。このWTOの規定は米国判例法に淵源をも
っが、国家のエゴとの妥協で生まれたものであり、WTOのダンピング協
定を弱めている。してみれば、将来、EUが日本企業にアンチダンピング
攻勢を再開して、WTOで論じられたときには、この規定が大きくEU側
に有利に働くこともあるであろう。
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